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平成２４年度７月専決予算のポイント 

 

１ 予算の概要  

○○７７月月２２００日日・・２２１１日日のの局局地地的的大大雨雨にによよるる被被害害対対策策  

・越前和紙産地の復旧に向けた支援 

・被災した中小企業等に対する資金繰りの支援 

 

  

  

  

  

  

  
 

 

２ 予算の規模  

 一般会計の７月専決予算の規模は     ３億円 

 この結果、一般会計の予算現計は ４，８０７億円（対前年度比4.8％減） 

（単位：百万円、％） 

会  計 

２４年度 ２３年度 

９月現計 

②

増減 

(①－②) 

③ 

伸び率 

(③／②) 既決予算 

 

７月専決 

 

７月現計

①

一般会計 480,424 292 480,716 504,864 △24,148 △4.8

特別会計 13,071 13,071 14,320 △1,249 △8.7

企業会計 30,364 30,364 28,931 1,433 5.0

計 523,859 292 524,151 548,115 △23,964 △4.4

 

【【そそのの他他のの対対策策（（既既決決予予算算対対応応））】】  

・公共施設等の災害復旧 

・県税、手数料の減免等 

・災害ボランティアの活動支援 
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平　成　２　４　年　度　７　月　専　決　予　算　概　要

１　予算規模 （単位：千円、％）

会 計 区 分
( ９ 月 現 計 Ｂ ) ( Ａ / Ｂ × 100 )

既 決 予 算 ７月専決予算 計 Ａ 最 終 Ｃ Ａ / Ｃ × 100

( 504,863,816 ) ( 95.2 )

一 般 会 計 480,423,573 292,520 480,716,093 495,095,364 97.1

( 14,320,393 ) ( 91.3 )

特 別 会 計 13,071,014 13,071,014 16,009,143 81.6

( 28,931,127 ) ( 105.0 )

企 業 会 計 30,364,173 30,364,173 29,240,724 103.8

( 548,115,336 ) ( 95.6 )

計 523,858,760 292,520 524,151,280 540,345,231 97.0

２　専決予算の財源内訳 （単位：千円）

会計区分
財 源 内 訳

平 成 ２ ４ 年 度 予 算 平成２３年度予算 伸 率

専 決予 算額

国 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

一 般 会 計 292,520 200,000 92,520

特 別 会 計

企 業 会 計

計 292,520 200,000 92,520

会計区分
財 源 内 訳

専 決予 算額
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１　一　般　会　計

( 1 ) 歳 入 ( 款 別 内 訳 ) （単位：千円、％）

区　分 伸 率

(９ 月現 計Ｂ) ( A/B×100)

款　別 既 決 予 算 ７月専決予算 計 Ａ 最 終 Ｃ A/C×100

( 87,757,352) ( 17.4) ( 100.1)

( 1 ) 県 税 87,886,170 18.3 87,886,170 18.3 84,666,950 17.1 103.8

地 方消 費税 ( 16,157,000) ( 3.2) ( 101.7)

( 2 ) 清 算 金 16,437,083 3.4 16,437,083 3.4 15,858,051 3.2 103.7

( 12,525,714) ( 2.5) ( 100.1)

( 3 ) 地 方譲 与税 12,538,645 2.6 12,538,645 2.6 12,146,888 2.5 103.2

地 方 特 例 ( 1,212,671) ( 0.2) ( 22.9)

( 4 ) 交 付 金 277,350 0.1 277,350 0.1 947,726 0.2 29.3

( 126,876,000) ( 25.1) ( 102.5)

( 5 ) 地 方交 付税 129,907,000 27.0 92,520 129,999,520 27.0 131,816,470 26.6 98.6

交通安全対策 ( 350,000) ( 0.1) ( 85.7)

( 6 ) 特 別交 付金 300,000 0.1 300,000 0.1 350,000 0.1 85.7

分担金および ( 3,132,169) ( 0.6) ( 132.8)

( 7 ) 負 担 金 4,160,900 0.9 4,160,900 0.9 3,324,614 0.7 125.2

使用料および ( 3,782,864) ( 0.8) ( 98.6)

( 8 ) 手 数 料 3,730,003 0.8 3,730,003 0.8 3,721,922 0.8 100.2

構成比

平 成 ２ ３ 年 度 予 算平 成 ２ ４ 年 度 予 算

構成比 構成比

( 8 ) 手 数 料 3,730,003 0.8 3,730,003 0.8 3,721,922 0.8 100.2

( 63,285,375) ( 12.5) ( 97.5)

( 9 ) 国 庫支 出金 61,694,339 12.8 61,694,339 12.8 70,282,841 14.2 87.8

( 913,592) ( 0.2) ( 139.6)

( 10 ) 財 産 収 入 1,275,665 0.2 1,275,665 0.3 939,878 0.2 135.7

( 72,800) ( 0.0) ( 1.8)

( 11 ) 寄 附 金 1,300 0.0 1,300 0.0 99,481 0.0 1.3

( 28,721,295) ( 5.7) ( 99.6)

( 12 ) 繰 入 金 28,600,140 6.0 28,600,140 5.9 29,448,293 5.9 97.1

( 3,686,135) ( 0.7) ( 27.1)

( 13 ) 繰 越 金 1,000,000 0.2 1,000,000 0.2 3,686,135 0.7 27.1

( 72,965,849) ( 14.5) ( 85.7)

( 14 ) 諸 収 入 62,323,978 13.0 200,000 62,523,978 13.0 54,601,115 11.0 114.5

( 83,425,000) ( 16.5) ( 84.3)

( 15 ) 県 債 70,291,000 14.6 70,291,000 14.6 83,205,000 16.8 84.5

( 44,925,000) ( 8.9) ( 76.3)

通 常 分 34,291,000 7.1 34,291,000 7.1 45,631,000 9.2 75.1

臨 時 財 政 ( 38,500,000) ( 7.6) ( 93.5)

対 策 債 36,000,000 7.5 36,000,000 7.5 37,574,000 7.6 95.8

( 504,863,816) (100.0) ( 95.2)

480,423,573 100.0 292,520 480,716,093 100.0 495,095,364 100.0 97.1合 計
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( 2 ) 歳 出 ( 款 別 内 訳 ) （単位：千円、％）

区　分 伸 率

(９ 月現 計Ｂ) ( A/B×100)

款　別 既 決 予 算 ７月専決予算 計 Ａ 最 終 Ｃ A/C×100

( 1,115,409) ( 0.2) ( 94.8)

( 1 ) 議 会 費 1,057,780 0.2 1,057,780 0.2 1,054,845 0.2 100.3

( 36,791,069) ( 7.3) ( 90.3)

( 2 ) 総 務 費 33,233,680 6.9 33,233,680 6.9 32,373,740 6.5 102.7

( 39,372,148) ( 7.8) ( 97.3)

( 3 ) 民 生 費 38,302,621 8.0 38,302,621 8.0 41,668,610 8.4 91.9

( 26,354,754) ( 5.2) ( 86.6)

( 4 ) 衛 生 費 22,830,389 4.7 22,830,389 4.7 27,471,847 5.6 83.1

( 7,713,619) ( 1.5) ( 44.1)

( 5 ) 労 働 費 3,397,971 0.7 3,397,971 0.7 7,664,182 1.6 44.3

( 34,005,085) ( 6.8) ( 92.7)

( 6 ) 農 林水 産費 31,527,933 6.6 31,527,933 6.6 36,220,087 7.3 87.0

( 83,696,510) ( 16.6) ( 79.0)

平 成 ２ ３ 年 度 予 算

構成比

平 成 ２ ４ 年 度 予 算

構成比 構成比

( 7 ) 商 工 費 65,829,102 13.7 292,520 66,121,622 13.8 61,062,483 12.3 108.3

( 51,143,087) ( 10.1) ( 97.3)

( 8 ) 土 木 費 49,769,259 10.4 49,769,259 10.4 53,469,811 10.8 93.1

( 23,589,844) ( 4.7) ( 99.3)

( 9 ) 警 察 費 23,425,921 4.9 23,425,921 4.9 23,118,941 4.7 101.3

( 92,379,612) ( 18.3) ( 101.2)

( 10 ) 教 育 費 93,495,039 19.5 93,495,039 19.4 91,279,958 18.5 102.4

( 3,336,126) ( 0.7) ( 199.6)

( 11 ) 災 害復 旧費 6,658,134 1.4 6,658,134 1.4 2,964,484 0.6 224.6

( 83,993,590) ( 16.6) ( 106.5)

( 12 ) 公 債 費 89,467,203 18.6 89,467,203 18.6 95,677,656 19.3 93.5

( 20,672,963) ( 4.1) ( 100.3)

( 13 ) 諸 支 出 金 20,728,541 4.3 20,728,541 4.3 20,368,720 4.1 101.8

( 700,000) ( 0.1) ( 100.0)

( 14 ) 予 備 費 700,000 0.1 700,000 0.1 700,000 0.1 100.0

( 504,863,816) (100.0) ( 95.2)

480,423,573 100.0 292,520 480,716,093 100.0 495,095,364 100.0 97.1合 計
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( 3 ) 歳 出 ( 性 質別 内訳 ) （単位：千円、％）

区　分 伸 率

(９ 月現 計Ｂ) ( A/B×100)

性質別 既 決 予 算 ７月専決予算 計 Ａ 最 終 Ｃ A/C×100

( 232,224,848) ( 46.0) ( 102.0)

236,855,411 49.3 236,855,411 49.3 242,914,603 49.1 97.5

( 122,050,404) ( 24.2) ( 98.7)

　　 　人 件 費 120,474,051 25.1 120,474,051 25.1 121,151,041 24.5 99.4

( 26,316,783) ( 5.2) ( 104.6)

扶 助 費 27,537,918 5.7 27,537,918 5.7 26,800,337 5.4 102.8

( 83,857,661) ( 16.6) ( 105.9)

公 債 費 88,843,442 18.5 88,843,442 18.5 94,963,225 19.2 93.6

( 89,356,819) ( 17.7) ( 93.8)

83,844,102 17.5 83,844,102 17.4 86,890,492 17.6 96.5

( 49,220,401) ( 9.7) ( 86.6)

補 助 事 業 42,626,512 8.9 42,626,512 8.8 52,383,921 10.6 81.4

( 30,309,802) ( 6.0) ( 91.2)

単 独 事 業 27,637,777 5.7 27,637,777 5.7 24,829,790 5.0 111.3

国 直轄 事業 ( 6,190,193) ( 1.2) ( 107.0)

負 担 金 6,625,068 1.4 6,625,068 1.4 6,488,994 1.3 102.1

( 246,055) ( 0.1) ( 98.7)

受 託 事 業 242,916 0.1 242,916 0.1 219,333 0.1 110.8

( 3,390,368) ( 0.7) ( 198.0)

災害復旧事業 6,711,829 1.4 6,711,829 1.4 2,968,454 0.6 226.1

( 183,282,149) ( 36.3) ( 87.3)

159,724,060 33.2 292,520 160,016,580 33.3 165,290,269 33.3 96.8

( 22,030,236) ( 4.4) ( 92.0)

物 件 費 20,266,932 4.2 20,266,932 4.2 21,038,845 4.2 96.3

( 2,020,854) ( 0.4) ( 188.0)

維 持補 修費 3,799,743 0.8 3,799,743 0.8 2,030,939 0.4 187.1

( 65,402,074) ( 13.0) ( 94.0)

補 助 費 等 61,405,202 12.8 92,520 61,497,722 12.8 63,050,357 12.7 97.5

( 77,924,214) ( 15.4) ( 74.9)

貸付金出資金 58,139,536 12.1 200,000 58,339,536 12.2 59,735,012 12.1 97.7

( 6,226,973) ( 1.2) ( 109.8)

繰 出 金 6,838,308 1.4 6,838,308 1.4 6,297,027 1.3 108.6

( 8,977,798) ( 1.8) ( 95.5)

積 立 金 8,574,339 1.8 8,574,339 1.8 12,438,089 2.5 68.9

( 700,000) ( 0.1) ( 100.0)

予 備 費 700,000 0.1 700,000 0.1 700,000 0.1 100.0

( 504,863,816) (100.0) ( 95.2)

480,423,573 100.0 292,520 480,716,093 100.0 495,095,364 100.0 97.1

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

その他行政経費

合 計

平 成 ２ ３ 年 度 予 算

構成比

平 成 ２ ４ 年 度 予 算

構成比 構成比
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被害対策の概要 

 

 

 

Ⅰ 専決予算での対応 

 

 産業の再生 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  被災越前和紙産地活性化緊急支援事業          （産業労働部地域産業・技術振興課） 49,000 

  大雨で被害を受けた越前和紙の産地において、企業の生産基盤である設備等の復旧に対

し、福井県和紙工業協同組合を通じて支援を行います。 

（１）生産設備復旧支援   ３０，０００千円 

事 業 内 容 生産設備等の更新、修繕に要する経費の一部を助成 

補 助 率 ２／３ 

補助限度額  １企業あたり３００万円 

（２）原材料共同購入支援  １９，０００千円 

事 業 内 容 和紙の原材料（楮、三椏など）の共同購入経費の一部を助成 

補 助 率 １／４ 

  中小企業支援緊急資金無利子貸付事業           （産業労働部商業振興・金融課） 貸付  200,000
保証料補給金 

43,520 
利子補給金 

〈債務負担行為〉

<40,081> 
損失補償 

〈債務負担行為〉

<90,000>

  大雨で被害を受けた中小企業者に対し、利子については５年間、保証料については全期

間、全額補給する特別資金を創設し、経営再建に必要な設備資金および運転資金を融資し

ます。 

貸付限度額 １億円（知事特認の場合２億円） 

貸 付 期 間 １０年以内（据置期間２年以内） 

貸 付 枠 １０億円 

補 助 率 県２／３（市町１／３） 

※平成１６年福井豪雨時の特別融資残高の借換分を含む 

  小規模事業者向け資金緊急無利子化事業          （産業労働部商業振興・金融課） ―  

〈債務負担行為〉

<14,187> 

  大雨で被害を受けた小規模事業者が、利便性の高い小規模事業者経営改善資金（マル経

資金）を利用する場合、利子を全額補給します。 

補給期間 ５年間 

補 助 率 県２／３（市町１／３） 

予 算 額 
（単位：千円）
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Ⅱ 専決予算以外での対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害復旧事業                           （農林水産部、土木部） 既決予算対応

  今回の大雨により、越前市を中心に河川の護岸破損や道路斜面の崩壊などの被害が発生

したため、被災した公共施設等の工事を行い、早期復旧を図ります。 

（主な被災箇所） 

     岡本川（越前市大滝町）・・・護岸破損 

     一般国道４１７号（越前市南坂下町）・・・斜面崩壊 

     林道大滝中印線（越前市大滝町）・・・斜面崩壊 など 

 

当初予算額 

河川等災害復旧 

2,700 百万円

林道災害復旧 

163 百万円

治山施設災害復旧 

90 百万円

耕地災害復旧 

108 百万円

 県税の減免、猶予等                          （総務部税務課） 

  被災者を対象に県税の特例措置として、個人事業税や自動車税などの減免、納税の猶予、

期限の延長を行います。 

 

 手数料の減免                                

  被災者に対する納税証明書の交付などにかかる各種手数料を減免します。 

 災害ボランティア活動支援事業                （総務部男女参画・県民活動課） 既決予算で対応

  被災市町で活動する災害ボランティアの保険に必要な経費を支援します。  

当初予算額 

13 百万円
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